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平成　　年　　月　　日
支出負担行為担当官
　福島地方環境事務所長　殿
住所
商号又は名称
代表者役職・氏名
平成３０年度中間貯蔵施設に係る河川水質・底質等監視調査業務に関する　　　提案書の提出について
標記の件について、別添のとおり提出します。
なお、書類の提出に当たり、暴力団排除に関する誓約事項に誓約します。

平成３０年度中間貯蔵施設に係る河川水質・底質等監視調査業務　　　　　　に関する提案書
　
提案書作成責任者
（株）○○　△部×課　○○○
電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス
はじめに
　本書は、平成３０年度中間貯蔵施設に係る河川水質・底質等監視調査業務に係る仕様書に基づき、その実施方法等に関する提案を行うものである。本業務の実施に当たっては、同仕様書を遵守し、本提案書をその実施計画書と位置づけて行うものとする。
　
１　業務の基本方針
（作成注）
　  仕様書を踏まえ、業務の実施に当たっての基本方針を記述すること。
	


（※）Ａ４判２枚以内とする。

２　業務の実施方法
２．１　仕様書 ３．(２)①水質、底質採取、出水時の水質調査
（作成注）
・調査及び水質、底質採取について、具体的な方法を記載すること。

・出水時の水質調査について、調査に適した出水のタイミングを的確に捉えることができる手法等について、具体的に記載すること。
	


（※）Ａ４判２枚以内。複数の事項を提案する場合はそれぞれＡ４判１枚以内ずつとする。
２．２　仕様書 ３．(３)地形変動調査
（作成注）
　   GNSS測量で得られた測量結果等の整理・解析について具体的な方法を記載すること。
	


（※）Ａ４判１枚以内。複数の事項を提案する場合はそれぞれＡ４判１枚以内ずつとする。
２．３　仕様書 ３．(４) 資料の整理・解析
（作成注）
　  得られた分析試験及び現地測量の結果等の整理・解析にあたって、環境影響の内容や程度、その要因等を解析する方法について、具体的に記載すること。
	


（※）Ａ４判１枚以内。複数の事項を提案する場合はそれぞれＡ４判１枚以内ずつとする。
２．４　仕様書 ３．(５)今後の監視計画の立案
（作成注）
　  今後の事業実施に伴って生じる可能性のある水質・底質への環境影響を的確に捉えることのできる監視計画について、その考え方や方針を具体的に提案すること。
	


（※）Ａ４判１枚以内。複数の事項を提案する場合はそれぞれＡ４判１枚以内ずつとする。

２．５　仕様書 ３．(６) 有識者へのヒアリング
（作成注）
　  有識者からの意見聴取を進めていく上での留意点、方法案を具体的に記載すること。
	


（※）Ａ４判１枚以内。複数の事項を提案する場合はそれぞれＡ４判１枚以内
ずつとする。
２．６　仕様書 ３．(７)報告書作成
（作成注）
　  報告書作成時の取りまとめにあたり、解り易くまとめる手法を具体的に記載すること。
	


（※）Ａ４判１枚以内。複数の事項を提案する場合はそれぞれＡ４判１枚以内
ずつとする。
３　業務の実施計画
（作成注）
　  仕様書に係る作業事項を作業進行予定表にまとめること。
	時　期
	内　　　容

	
	


（※）Ａ４判または、Ａ３判 １枚以内とする。
４  業務実施体制
４．１　執行体制、役割分担等
（作成注）
業務の実施体制について、配置予定管理技術者及び配置予定照査技術者の氏名・役職、従事者の役割分担、従事者数、内・外部の協力体制等を表にまとめること。
	


（※）Ａ４判２枚以内とする。
４．２　従事者の実績、能力、資格等
（作成注）
　業務に従事する者の類似業務の実績、本業務に関係する能力の資料、資格等を明示すること。
（１）本業務の配置予定管理技術者
	氏　　名
	
	生年月日
	

	所属・役職

	
	経験年数（うち類似業務従事年数）

	
	
	               年（　　　　　　年）

	専門分野
	

	所有資格
	

	経歴（職歴／学位）

	

	所属学会
	

	類似業務の実績

	業務名
	業務内容
	履行期間

	
	
	　年　月～　年　月


	主な手持ち業務の状況（平成　年　月　日現在　件）

	業務名
	業務内容
	履行期間

	
	
	　年　月～　年　月



（※）業務内容の欄は概要を記入する。
（※）手持ち業務の欄は契約金額が500万円以上のものを対象とする。
（※）Ａ４判１枚以内とする。
５　組織の実績
（作成注）
　  過去に類似業務の実績があれば、業務名、それぞれの概要等を記載すること。
	業務名
	
	
	

	発注機関
（名称、所在地）
	
	
	

	(受託者名)
	
	
	

	(受託形態)
	
	
	

	履行期間
	
	
	

	業務の概要

	
	
	

	技術的特徴

	
	
	

	主たる担当者の従事の有無
	
	
	


注１
本様式は、Ａ４判４枚以内に記載すること。
注２
業務名は１０件まで記載できるものとする。
注３
発注機関の受注形態欄には、元請受注か下請受注かの区別を記載すること。
注４
業務の概要の欄には、業務内容を具体的かつ簡潔に記載すること。
注５
実績を証明するものとして、契約書写し、注文・請書写し（下請の場合のみ）を添付すること。
６　地域配慮
（作成注）
　  福島県内に本社、支店を有しているかを評価するため、実態を記載すること。
	


（※）Ａ４判１枚以内とする。
７　組織の環境マネジメントシステム認証取得状況
（作成注）
　  ISO14001、エコアクション21、KES、エコステージ、地方公共団体による認証制度等のうち、第三者による環境マネジメント認証取得の有無、有の場合は認証の名称を記載し、証明書の写しを添付すること。ただし、提案書提出時点において認証期間中であること。
	認証の有無：　　　　　　認証期間：


	認証の名称：



注１　証明書の写しを添付すること。
注２　事業者の経営における主たる事業所（本社等）において取得しているものに限る。
8 ワーク･ライフ･バランス等の推進状況に関する取組状況
（作成注）
　  女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）、次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」という。）、青少年の雇用の促進等に関する法律（以下「若者雇用推進法」という。）に基づく認定等（えるぼし認定等、くるみん認定、プラチナくるみん認定、ユースエール認定）の有無、有の場合は認定等の名称を記載し、認定通知書等の写しを添付すること。

ただし、提案書提出時点において認定等の期間中であること。

	


（※）Ａ４判１枚以内とする。
1

